
論文　ＲＣ造異形断面柱の荷重－変形関係の評価法

加藤　大介*1・孫　浩陽*2

要旨：設計で使用できる程度に簡略な、ＲＣ造異形断面柱の荷重－変形関係の評価法を提

案する。対象とする異形断面は袖壁付の柱であり、曲げ挙動とせん断挙動に分離して評価

し、各変形における小さい値がその異形断面の荷重となる。せん断挙動は日本建築学会の

靭性保証型設計法の手法を異形断面に拡張して用いる。曲げ挙動は袖壁断面モデルと柱断

面モデルの２つのモデルで曲げひび割れ点、降伏点、降伏強度喪失点、軸力負担能力喪失

点を評価し、その包絡線により評価する。

キーワード：袖壁つき柱、せん断強度、曲げ強度、変形能、軸力負担能力喪失点

1.　はじめに

　筆者らは、既往の文献１）でＲＣ造異形断面

柱の面内加力実験について報告した。終局状態

に至るまでの挙動を、曲げとせん断力による影

響を分離して評価することを目的としており、

軸力をパラメータとし、袖壁部分に閉鎖型せん

断補強筋を用いた試験体となっている。

　本論文では、袖壁付の柱を対象にして、設計

で使用できる程度に簡略な荷重－変形関係の評

価法を提案する。曲げ挙動とせん断挙動に分離

して評価し、各変形における小さい値がその異

形断面の荷重となる。検討には、既往の実験結

果１）～７）を用いた。

2.　せん断力に対する挙動の評価法

2.1　既往のせん断強度式の適用法

設計や診断で多用されている異形断面用のせ

ん断強度式としては日本建築センターの建築物

の構造規定８）の式がある。これは長方形断面

に対する実験式を異形断面用に修正したもので

あり、本論文では構造規定式と呼ぶ。

構造規定式では変形能を直接評価することは

できないが、変形能まで評価できるせん断強度

式としては日本建築学会の終局強度型設計耐震

指針９）に示されているトラス機構とアーチ機

構に基づいた式がある（終局強度型による式

と呼ぶ）。ただし、この式は異形断面に対応し

ていないので、本論文では、図－１に示すよう

に、異形断面を柱と袖壁に置換して適用し、そ

の最大値を異形断面のせん断強度とした。なお、

図に示すように、壁筋が柱型を貫通している場

合は柱置換モデルのせん断補強筋に壁筋を含め、

貫通していない場合には含めない。

　終局強度型による式を用いた場合の曲げ降伏

後の変形能は、塑性回転角Ｒp がコンクリート

強度の有効係数νと関連づけられているので、

曲げ強度とせん断強度が一致するところのＲp

として求まる（変形能としては降伏変形を加え

たＲy＋Ｒp）。

2.2　靭性保証型設計法の適用法（提案式）

日本建築学会の靭性保証型耐震設計指針１０）

では、横補強筋によるコアコンクリートの拘束

効果を考慮し、終局強度型によるせん断強度式

を修正した式が提案されている（靭性保証型に

よる式と呼ぶ）。この式は、アーチ機構に対し

ては全断面が有効であるが、トラス機構に対し

ては閉鎖型横補強筋により囲まれたコアコンク

リートのうち有効に拘束される部分のみが有効

と考えるところに特徴がある。有効に拘束され

る部分のコアコンクリートに対する面積比

（λ）は、帯筋間隔（ｓ）が小さくなるほど、

あるいは、中子筋の数が増えるほど１（全断面
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拘束を意味する）に近くなるように式(1)で与

えられている。

　λ＝(1－ｓ/2ｊe)･(1－ｂs/4ｊe)　　　　(1)

ここで、ｊe は断面のトラス機構に対する有効

せい、ｂs は断面のトラス機構に対する有効幅

（ｂe）を中子筋の本数＋１で除したもの（中

子筋を含めた横補強筋同士の間隔に相当）、で

ある。（詳しくは文献１０）を参照）

本論文では、この靭性保証型の手法を異形断

面に拡張して用いる。具体的には、トラス機構

に関しては横補強筋に拘束されている柱型断面

のみを対象に靭性保証型と同様に評価する。た

だし、袖壁付き柱断面の有効拘束面積比λsは、

　　　　

　　　　　　　

図－２に示すように、袖壁のとりつく部分は有

効に拘束されるとし、袖壁のつく部分とつかな

い部分を平均化した式(2)により評価する。

　λs=ｔ/ｂe＋λ･(ｂe－ｔ)/ｂe　　　　(2)

ここで、λは袖壁のとりついていない部分のみ

の有効拘束比で、式(1)により求める。このと

きのｂs は、簡略化のためｂs1 とｂs2 の大き

い方とするが、中子筋の存在により柱単独のｂ

s がそれよりも小さくなるときは柱単独のｂs

としてよい（図－２参照）。

次に、アーチ機構は横補強筋による拘束は不

要なので、アーチ機構が存在する場合には、そ

のせいは袖壁を含めた全せいＤ（図－２参照）

で評価する。ただし、その幅は袖壁厚さｔを上

限とする。

　以上が異形断面への適用法であるが、柱型に

比べて袖壁断面が大きい場合には、袖壁断面だ

けのせん断強度が前述の異形断面強度より高く

なる場合があるので、図－３に示すように、異

形断面モデルと袖壁置換モデルに分離して評価

し、その大きい方をせん断強度とする。この際、

袖壁置換モデルも靭性保証型によるせん断強度

式を適用するが、袖壁の壁筋が単筋の場合には、

トラス機構は期待せず、アーチ機構のみとする。

3.　曲げ挙動の評価法（提案式）

3.1　考え方

袖壁を有する柱の曲げ挙動の特徴は、早期に

袖壁部分が圧壊し、強度が急激に低下するが、

その後柱断面が曲げに抵抗し、安定した挙動を

示すところにある。袖壁が圧壊するところだけ

を取り出すと、変形能に乏しい部材と評価せざ

るをえないが、軸力保持性能等を考えると柱単

独断面程度の性能は示す。従って、異形断面の

特性を表現するために、以下のモデル化を試み

る。すなわち、図－４に示すように、異形断面

を袖壁断面のみと柱断面のみの２つにモデル化

し、曲げひび割れ点、降伏点、降伏強度喪失点、

軸力負担能力喪失点をそれぞれ評価し、その包

壁筋貫通 壁筋非貫通

柱置換モデル 袖壁置換モデル 柱置換モデル

図－１　終局強度型によるせん断強度式を適用

する場合の柱置換モデルと袖壁置換モデル

異形断面モデル袖壁置換モデル 袖壁置換モデル

壁筋単筋 壁筋閉鎖型

図－３　靭性保証型のせん断強度式を適用する

場合の異形断面モデルと袖壁置換モデル

Ｄ
ｊe

ｂeｔ

ｂs1

ｂs2

ｂs　=　min（max(ｂs1,ｂs2)，柱単独のｂs)

図－２　異形断面モデルの記号と拘束領域
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絡線を曲げによる挙動とする。

袖壁モデルは柱型を無視したもので、柱モデ

ルは圧縮側袖壁を無視し、引っ張り側の袖壁を

包絡する長方形断面に置換したものである。い

ずれのモデルも引張に有効な全軸方向筋（ａt）

を重心位置に集約し、軸力（Ｎ）は柱型のあっ

た場所の中心位置に作用させる。

3.2　曲げ降伏強度の評価法

いずれのモデルも長方形断面なので、曲げ降

伏点までは、一般的な方法で求められる。ここ

では、降伏変形は菅野式を用い、曲げ強度は式

(3)によった。

    My=0.9at･σy･D･g+γ･N･D(1－N/(b･D･Fc))　  (3)

ここで、記号は図－４に示した。

3.3　変形能の評価法

　靭性保証型耐震設計法では、曲げ降伏強度を

保てなくなる部材角Ｒf として、式(4)が示され

ている。

　Ｒf　=　Ｒy　+　φu･Ｄ　　　　　　　(4)

　　　　 (m･εp/je)･(2/3)/eη　　　　 (1/3<eη<2/3)
　Φu=
　　　　 (m･εp/je)･(2/3)/(5eη-4/3)   (1/3<eη<2/3)

ここで、eηはコアコンクリートのみの等価軸

力比で横補強筋による拘束効果を考慮して求め

る（等価軸力をσp×コア断面積で除したもの、

詳細は文献１０）参照）。σp、εp は拘束コンク

リートの最大応力度およびその時の軸歪度であ

る。式(4)はコンクリートをストレスブロック

に置換して平面保持を仮定した曲げ解析により

定式化されたものであるが、係数ｍはストレス

ブロックの最大歪度を表す指標である（図―５

参照）。靭性保証型設計法では、安全側（20%

下限）に評価する値として実験的に得られたｍ

＝1.9が報告されている。

　本論文では曲げモデルの降伏強度を維持でき

なくなる点を式(4)で評価した。ただし、柱モ

デルのコア断面はかぶり厚さが実在する柱型と

同じと仮定して求めた。また、σp とεp は実

在する柱型を対象にして、NewＲＣプロジェ

クトの成果によるモデル１１）を用いて評価した。

一方、袖壁モデルでは、一般に壁筋が単筋であ

ることが多いこと、および、複筋になっていて

も拘束効果は大きくない（壁厚に比べて壁筋間

隔が広い）ことを考慮して、拘束効果は無視し

た。すなわち、全断面で軸力比を算出するかわ

りに、εp は無拘束コンクリートの値を用い、

係数ｍは１とした（ｍ＝１は無拘束のコンクリ

ートが最大応力度に達した後に急激に応力度が

低下することを意味している）。

次に、軸力負担能力喪失点であるが、筆者ら

は、軸力負担能力喪失点も式(4)で評価を試み

ている１２）。これは最終的に軸力負担能力を失

う部材角を表すｍを逆算したもので、平均的に

評価式としてｍ＝12 が、20%下限式としてはｍ

＝6（耐力係数Ψ=0.5）が報告されている。そ

こで、本研究では軸力負担能力喪失点を安全側

に評価する係数としてｍ＝６を用いた。ただし、

引張筋は重心
位置に集約

Ｄ･γ
Ｄ・ｇ

Ｄ

Ｄ･γ
Ｄ・ｇ

Ｄ

袖壁モデル 柱モデル

Ｐ

δ

袖壁モデルの挙動

柱モデルの挙動

ｂ

ｂ

Ｄ：置換長方形断面のせい
ｂ：置換長方形断面の幅
ｇ：引張筋重心位置
γ：軸力作用位置

図－４　異形断面の曲げ抵抗モデル

図－５　式(4)で想定したコンクリートモデル

2/3σp

mεp
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文献 12)は研究の途中経過を紹介した梗概であ

り、ばらつきも大きいことからより信頼性のあ

るｍの値は今後の課題と考える。

袖壁モデルの軸力負担能力喪失点であるが、

無拘束コンクリートは最大応力度に達するとた

だちに強度を失うとして、軸力負担能力喪失点

においても降伏強度を維持できなくなる点と同

様にｍ＝１とした。

4.　評価結果

4.1　せん断強度と曲げ強度

　既往の実験結果１）～７）を用いて、評価式の

精度を検討した。検討した試験体は計 45体で、

内３体が片側のみに袖壁がとりつくものである

（他は左右対称袖壁）。

図―６にせん断強度式として構造規定式を適

用した場合の、実験値と計算値の比較を示す。

両軸とも曲げ強度計算値で基準化しており、図

(a)が曲げ強度にも構造規定に示されている式

を使った場合、図(b)が式(3)を使った場合であ

る。同様に、終局強度型によるせん断強度式を

適用したものを図－７(a)(b)に、提案式である

靭性評価型によるせん断強度式を適用したもの

を図－８(a)(b)に示す。

せん断強度に構造規定式を用いたもの（図－

６）は実験値を安全側に評価しているが、ほと

んどの試験体をせん断破壊型と評価する結果と

なった。終局強度型による場合（図―７）と靭

性保証型による場合（図－８）は、構造規定式

に比べせん断強度をより高く評価する傾向にあ

るが、その結果、実験値が計算値を下回るもの

も若干見られる。曲げ強度に関して言えば（そ
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図－８　提案式（靭性保証

型適用）によるせん断強度

式の精度
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れぞれで図(a)(b)の比較）構造規定式（図(a)）

よりも提案式（図(b)）の方が若干低めの評価

をしている。

ところで、提案式は曲げ強度が柱モデルと袖

壁モデルの強度の最大値を、せん断強度が異形

断面モデルと袖壁置換モデルの最大値をとる。

そこで、それぞれでモデル化の差による強度の

影響をみるために、図－９にモデル化による強

度を比較する。図(a)が曲げ強度、図(b)がせん

断強度であるが、いずれも軸は実験値で基準化

してある。曲げ強度は全試験体で袖壁モデルの

方が大きいが、せん断強度では袖壁モデルの方

が異形断面モデルより大きい場合もあることが

わかる。これらは袖壁が長い場合である。

4.2　変形能（曲げ降伏強度喪失点部材角）

本節では、曲げ降伏強度喪失点として定義し

た変形能の実験値と計算値を比較する。実験値

は包絡線上で復元力が最大耐力の 80%以下に

低下するときの部材角とした。異形断面の場合

はこの点は袖壁部分の圧壊により決まるので、

異形断面の挙動の中では変形能と定義するには

ふさわしくないと思われるが、従来の設計体系

との連続性を考えて評価しておく。

図―１０に、せん断強度式を用いた場合の、

変形能の実験値と計算値を比較する。図(a)が

提案式である靭性保証型によるせん断強度式、

図(b)が終局強度型である。曲げによる変形能

の影響も取り入れるために、両軸を曲げにより

決まる変形能（Ｒf）で除して示した。なお、

曲げによる変形能とは袖壁モデルに式(4)(m=1)
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図－９　提案式（曲げ強度

とせん断強度）を適用した

場合のモデル化による強度

の比較
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図－１０　曲げによる変形

能で基準化したせん断強度

式による変形能の評価精度

図－１１　荷重変形関係の

実験値との比較
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を適用したものである。

　結果はいずれも大きなばらつきが見られたが、

終局強度型による場合（図(b)）に比べ、靭性

保証型を用いた場合（図(a)）はほぼ安全側の

評価となった。

4.3　荷重―変形関係

　前述したように、袖壁を有する柱はその挙動

が複雑なので、荷重－変形関係をより現実的に

評価することが重要である。本節では、既往の

実験結果の荷重－変形関係と評価結果を比較し

た。曲げ挙動の計算値は図－４に示した袖壁モ

デルと柱モデルの荷重－変形関係の包絡線（あ

る変形において大きい方の荷重）とする。せん

断挙動の計算値はコンクリート強度の有効係数

νを変化させたときのせん断強度とＲy＋Ｒp

の関係とした。最終的な計算値は曲げ挙動とせ

ん断挙動の小さい方となる。

図―１１に荷重－変形関係の実験値１）と計

算値を比較して示す。これらの試験体は袖壁の

配筋が複筋になっており、比較的高軸力が作用

している試験体である。特に、試験体 CSW-2

（図(b)）は軸力負担能力喪失点まで加力を行

っており、曲げ挙動の軸力負担能力喪失点は実

験値とよく一致している。

5.　まとめ

(1)構造規定式によるせん断強度は実験値を安

全側に評価したが、ほとんどの試験体がせん断

破壊型となった。

(2)提案したせん断強度式（靭性保証型）は、

若干危険側となったデータもあるが、ほぼ精度

良く実験値を評価した。また、この式を用いて

変形能（曲げ降伏強度喪失点）も評価しうる。

(3) 荷重－変形関係の実験値を計算値と比較し

た結果、計算値は実験値を大略評価した。
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さん（元新潟大学大学院、現（株）エスパス）
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